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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の筒内圧を検出する筒内圧センサと、
　前記筒内圧に基づいて、前記筒内で消費される内部エネルギと相関を有する内部エネル
ギ相関値を算出する内部エネルギ相関値算出手段と、
　内燃機関の負荷率が所定値を超えたときに前記内部エネルギ相関値の増加率が緩やかに
なる特性に基づいて前記内部エネルギ相関値を補正する手段であって、前記負荷率が前記
所定値以下の場合には前記内部エネルギ相関値の補正を実行せず、前記負荷率が前記所定
値を超える場合には前記負荷率が増加するにつれて前記内部エネルギ相関値の増加率を減
少させる補正手段と、
　前記補正手段により補正された前記内部エネルギ相関値に基づいて、排気ガス中のNOx
濃度推定値を算出するNOx濃度推定手段と、を備え、
　前記内部エネルギ相関値算出手段は、
　膨張行程の開始後における特定クランク角までに終了した燃焼の割合を表すMFBを、前
記筒内圧に基づいて算出するMFB算出手段を備え、
　当該MFBを前記内部エネルギ相関値として算出することを特徴とすることを特徴とする
内燃機関の制御装置。
【請求項２】
　内燃機関の吸入空気量を検出する吸入空気量検出手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、
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　前記内部エネルギ相関値に基づいて、内燃機関から排出されるNOx排出量を算出するNOx
量算出手段と、
　前記NOx排出量を前記吸入空気量で規格化することにより前記NOx濃度推定値を算出する
規格化手段と、を含むことを特徴とする請求項１記載の内燃機関の制御装置。
【請求項３】
　内燃機関の吸入空気量を検出する吸入空気量検出手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、前記吸入空気量が多量であるほど、前記NOx濃度推定値を低く
補正する補正手段を含むことを特徴とする請求項１又は２記載の内燃機関の制御装置。
【請求項４】
　筒内で燃焼する混合気の空燃比を検出する空燃比検出手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、前記空燃比がリーンであるほど前記NOx濃度推定値を高く補正
する補正手段を含むことを特徴とする請求項１乃至３の何れか１項記載の内燃機関の制御
装置。
【請求項５】
　排気行程の後に筒内に残留する残留ガス量と相関を有する残留ガス量相関値を検知する
残留ガス量相関値検知手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、前記残留ガス量相関値に基づいて前記残留ガス量が多いと推
定されるほど、前記NOx濃度推定値を低く補正する補正手段を含むことを特徴とする請求
項１乃至４の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項６】
　内燃機関の吸入空気量を検出する吸入空気量検出手段を備え、
　前記補正手段は、前記吸入空気量と前記残留ガス量との和が多いと推定されるほど、前
記NOx濃度推定値を低く補正することを特徴とする請求項５記載の内燃機関の制御装置。
【請求項７】
　前記NOx濃度推定値が、NOx濃度目標値に近づくように内燃機関を制御する制御手段と、
　内燃機関の運転状態に基づいて、前記NOx濃度目標値を設定するNOx濃度目標値設定手段
と、
　を備えることを特徴とする請求項１乃至６の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項８】
　内燃機関の出力効率と相関を有する出力効率指標を算出する出力効率指標算出手段と、
　前記出力効率指標と、出力効率指標目標値との差を指標偏差として算出する指標偏差算
出手段と、
　前記NOx濃度推定値と、NOx濃度目標値との差を濃度偏差として算出する濃度偏差算出手
段と、
　前記指標偏差が大きいほど大きな値となり、かつ、前記濃度偏差が大きいほど大きな値
となる評価値を算出する評価値算出手段と、
　前記評価値が最小になるように、内燃機関の点火時期を制御する点火時期制御手段と、
　を備えることを特徴とする請求項１乃至７の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項９】
　前記評価値算出手段は、前記指標偏差と前記濃度偏差とを、それぞれの重み係数の割合
で前記評価値に反映させ、
　内燃機関の状態に応じて、前記重み係数の割合を変化させる重み係数変更手段を備える
ことを特徴とする請求項８記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１０】
　排気ガスを浄化するための触媒と、
　前記触媒の劣化を判定する触媒劣化判定手段と、を備え、
　前記重み係数変更手段は、前記触媒の劣化が認められた場合に、前記濃度偏差の重み係
数の割合を大きくする劣化対応手段を含むことを特徴とする請求項９記載の内燃機関の制
御装置。
【請求項１１】
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　排気ガスを浄化するための触媒と、
　前記触媒のNOx浄化余力を推定する浄化余力推定手段と、
　前記触媒のNOx浄化余力を回復させるための再生処理を実行する再生手段と、
　前記再生処理の実行可否を判断する実行可否判断手段と、を備え、
　前記重み係数変更手段は、前記NOx浄化余力が判定値以下であり、かつ、前記再生処理
の実行が不可である場合に、前記濃度偏差の重み係数の割合を大きくする再生不可対応手
段を含むことを特徴とする請求項９又は１０記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１２】
　内燃機関の出力効率と相関を有する出力効率指標を算出する出力効率指標算出手段と、
　前記NOx濃度推定値と、NOx濃度目標値との差を濃度偏差として算出する濃度偏差算出手
段と、
　前記出力効率指標の基本目標値を前記濃度偏差に基づいて修正することにより出力効率
指標目標値を設定する指標目標値設定手段と、
　前記出力効率指標が、前記出力効率指標目標値に近づくように、内燃機関の点火時期を
制御する点火時期制御手段と、
　を備えることを特徴とする請求項１乃至７の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１３】
　バルブオーバーラップ期間が変化するように、内燃機関の吸気弁及び排気弁の少なくと
も一方の開弁特性を変更することのできる可変動弁機構と、
　前記NOx濃度推定値が、NOx濃度目標値に近づくように、前記可変動弁機構を制御する制
御手段と、
　を備えることを特徴とする請求項１乃至１２の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１４】
　内燃機関の筒内圧を検出する筒内圧センサと、
　前記筒内圧に基づいて、前記筒内で消費される内部エネルギと相関を有する内部エネル
ギ相関値を算出する内部エネルギ相関値算出手段と、
　前記内部エネルギ相関値に基づいて、排気ガス中のNOx濃度推定値を算出するNOx濃度推
定手段と、
　機関回転数を検知する回転数センサと、を備え、
　前記内部エネルギ相関値算出手段は、
　筒内容積と、クランク角当たりの筒内圧力変化率との積を、膨張行程において積分した
結果に基づいて前記内部エネルギ相関値を算出する第１の算出手段と、
　膨張行程の開始直後の筒内容積と筒内圧力の積と、前記膨張行程の終了時点付近におけ
る筒内容積と筒内圧力の積との差に基づいて、前記内部エネルギ相関値を算出する第２の
算出手段と、
　機関回転数が判定値以下である場合には前記第１の算出手段による算出を選択し、機関
回転数が前記判定値を超える場合には前記第２の算出手段による算出を選択する算出手法
選択手段と、を備え、
　前記判定値は、前記第１の算出手段の算出結果に基づいて前記NOx濃度推定値を算出す
ることが可能な機関回転数の上限として設定することを特徴とする内燃機関の制御装置。
【請求項１５】
　排気ガス中のNOx濃度を検出するNOx濃度センサと、
　前記NOx濃度の検出値と、前記NOx濃度推定値との差が判定値を超えている場合に、前記
NOx濃度センサの異常を判定する異常判定手段と、
　を備えることを特徴とする請求項１記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１６】
　前記内燃機関は複数の気筒を有し、
　前記筒内圧センサは、複数の気筒にそれぞれ配置され、
　前記内部エネルギ相関値算出手段は、前記複数の気筒のそれぞれにつき前記内部エネル
ギ相関値を算出し、
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　前記NOx濃度推定手段は、前記複数の気筒のそれぞれにつき前記NOx濃度推定値を算出し
、
　前記複数の気筒のそれぞれについて算出されたNOx濃度推定値のばらつきが所定の範囲
に収まっている場合に、NOx濃度推定値の推定結果が正しいと判断する正否判定手段を備
えることを特徴とする請求項１乃至１５の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
機関の空燃比制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、内燃機関の制御装置に係り、特に、車両に搭載される内燃機関の排気ガス
に含まれるNOxの濃度を正確に推定するうえで好適な内燃機関の制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば特開２００２－１９５０７１号公報に開示されるように、内燃機関の排気
ガスに含まれるNOxの濃度を推定する機能を有するシステムが知られている。より具体的
には、上記の特許文献には、吸入空気量、吸気温度、吸気圧力、空燃比、及びEGR（Exhau
st Gas Recirculation）率に基づいて、排気ガスのNOx濃度を推定する手法が開示されて
いる。
【０００３】
　排気ガスのNOx濃度が演算により推定できれば、例えば、NOx濃度が許容値を超えないよ
うに内燃機関を制御することが可能となる。このため、上記の手法でNOx濃度を推定する
ことは、内燃機関のエミッション特性を改善するうえで有用である。
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－１９５０７１号公報
【特許文献２】特開２０００－３４５８９５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、排気ガスのNOx濃度は、筒内における混合気の燃焼状態に応じて大きな
変動を示す。また、筒内における混合気の燃焼状態は、点火時期が変わることにより、更
には、ノックが発生することにより、大きく変化する。そして、上記従来のシステムでは
、このような燃焼状態の変化をNOx濃度の推定に反映させることはできない。この点、上
記従来のシステムは、NOx濃度の推定精度において改良の余地を残すものであった。
【０００６】
　この発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、筒内圧を基礎データ
として用いることにより排気ガスのNOx濃度を精度良く推定することのできる内燃機関の
制御装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　第１の発明は、上記の目的を達成するため、内燃機関の制御装置であって、
　内燃機関の筒内圧を検出する筒内圧センサと、
　前記筒内圧に基づいて、前記筒内で消費される内部エネルギと相関を有する内部エネル
ギ相関値を算出する内部エネルギ相関値算出手段と、
　前記内部エネルギ相関値に基づいて、排気ガス中のNOx濃度推定値を算出するNOx濃度推
定手段と、を備え、
　前記内部エネルギ相関値算出手段は、
　膨張行程の開始後における特定クランク角までに終了した燃焼の割合を表すMFBを、前
記筒内圧に基づいて算出するMFB算出手段を備え、
　当該MFBを前記内部エネルギ相関値として算出することを特徴とする。
【０００８】
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　また、第２の発明は、第１の発明において、
　内燃機関の吸入空気量を検出する吸入空気量検出手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、
　前記内部エネルギ相関値に基づいて、内燃機関から排出されるNOx排出量を算出するNOx
量算出手段と、
　前記NOx排出量を前記吸入空気量で規格化することにより前記NOx濃度推定値を算出する
規格化手段と、を含むことを特徴とする。
【０００９】
　また、第３の発明は、第１又は第２の発明において、
　内燃機関の吸入空気量を検出する吸入空気量検出手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、前記吸入空気量が多量であるほど、前記NOx濃度推定値を低く
補正する補正手段を含むことを特徴とする。
【００１０】
　また、第４の発明は、第１乃至第３の発明の何れかにおいて、
　筒内で燃焼する混合気の空燃比を検出する空燃比検出手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、前記空燃比がリーンであるほど前記NOx濃度推定値を高く補正
する補正手段を含むことを特徴とする。
【００１１】
　また、第５の発明は、第１乃至第４の発明の何れかにおいて、
　排気行程の後に筒内に残留する残留ガス量と相関を有する残留ガス量相関値を検知する
残留ガス量相関値検知手段を備え、
　前記NOx濃度推定手段は、前記残留ガス量相関値に基づいて前記残留ガス量が多いと推
定されるほど、前記NOx濃度推定値を低く補正する補正手段を含むことを特徴とする。
【００１２】
　また、第６の発明は、第５の発明において、
　内燃機関の吸入空気量を検出する吸入空気量検出手段を備え、
　前記補正手段は、前記吸入空気量と前記残留ガス量との和が多いと推定されるほど、前
記NOx濃度推定値を低く補正することを特徴とする。
【００１３】
　また、第７の発明は、第１乃至第６の発明の何れかにおいて、
　前記NOx濃度推定値が、NOx濃度目標値に近づくように内燃機関を制御する制御手段と、
　内燃機関の運転状態に基づいて、前記NOx濃度目標値を設定するNOx濃度目標値設定手段
と、
　を備えることを特徴とする。
【００１４】
　また、第８の発明は、第１乃至第７の発明の何れかにおいて、
　内燃機関の出力効率と相関を有する出力効率指標を算出する出力効率指標算出手段と、
　前記出力効率指標と、出力効率指標目標値との差を指標偏差として算出する指標偏差算
出手段と、
　前記NOx濃度推定値と、NOx濃度目標値との差を濃度偏差として算出する濃度偏差算出手
段と、
　前記指標偏差が大きいほど大きな値となり、かつ、前記濃度偏差が大きいほど大きな値
となる評価値を算出する評価値算出手段と、
　前記評価値が最小になるように、内燃機関の点火時期を制御する点火時期制御手段と、
　を備えることを特徴とする。
【００１５】
　また、第９の発明は、第８の発明において、
　前記評価値算出手段は、前記指標偏差と前記濃度偏差とを、それぞれの重み係数の割合
で前記評価値に反映させ、
　内燃機関の状態に応じて、前記重み係数の割合を変化させる重み係数変更手段を備える
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ことを特徴とする。
【００１６】
　また、第１０の発明は、第９の発明において、
　排気ガスを浄化するための触媒と、
　前記触媒の劣化を判定する触媒劣化判定手段と、を備え、
　前記重み係数変更手段は、前記触媒の劣化が認められた場合に、前記濃度偏差の重み係
数の割合を大きくする劣化対応手段を含むことを特徴とする。
【００１７】
　また、第１１の発明は、第９又は第１０の発明において、
　排気ガスを浄化するための触媒と、
　前記触媒のNOx浄化余力を推定する浄化余力推定手段と、
　前記触媒のNOx浄化余力を回復させるための再生処理を実行する再生手段と、
　前記再生処理の実行可否を判断する実行可否判断手段と、を備え、
　前記重み係数変更手段は、前記NOx浄化余力が判定値以下であり、かつ、前記再生処理
の実行が不可である場合に、前記濃度偏差の重み係数の割合を大きくする再生不可対応手
段を含むことを特徴とする。
【００１８】
　また、第１２の発明は、第１乃至第７の発明の何れかにおいて、
　内燃機関の出力効率と相関を有する出力効率指標を算出する出力効率指標算出手段と、
　前記NOx濃度推定値と、NOx濃度目標値との差を濃度偏差として算出する濃度偏差算出手
段と、
　前記出力効率指標の基本目標値を前記濃度偏差に基づいて修正することにより出力効率
指標目標値を設定する指標目標値設定手段と、
　前記出力効率指標が、前記出力効率指標目標値に近づくように、内燃機関の点火時期を
制御する点火時期制御手段と、
　を備えることを特徴とする。
【００１９】
　また、第１３の発明は、第１乃至第１２の発明の何れかにおいて、
　バルブオーバーラップ期間が変化するように、内燃機関の吸気弁及び排気弁の少なくと
も一方の開弁特性を変更することのできる可変動弁機構と、
　前記NOx濃度推定値が、NOx濃度目標値に近づくように、前記可変動弁機構を制御する制
御手段と、
　を備えることを特徴とする。
【００２１】
　また、第１４の発明は、内燃機関の制御装置であって、
　内燃機関の筒内圧を検出する筒内圧センサと、
　前記筒内圧に基づいて、前記筒内で消費される内部エネルギと相関を有する内部エネル
ギ相関値を算出する内部エネルギ相関値算出手段と、
　前記内部エネルギ相関値に基づいて、排気ガス中のNOx濃度推定値を算出するNOx濃度推
定手段と、
　機関回転数を検知する回転数センサと、を備え、
　前記内部エネルギ相関値算出手段は、
　筒内容積と、クランク角当たりの筒内圧力変化率との積を、膨張行程において積分した
結果に基づいて前記内部エネルギ相関値を算出する第１の算出手段と、
　膨張行程の開始直後の筒内容積と筒内圧力の積と、前記膨張行程の終了時点付近におけ
る筒内容積と筒内圧力の積との差に基づいて、前記内部エネルギ相関値を算出する第２の
算出手段と、
　機関回転数が判定値以下である場合には前記第１の算出手段による算出を選択し、機関
回転数が前記判定値を超える場合には前記第２の算出手段による算出を選択する算出手法
選択手段と、
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　を備えることを特徴とする。
【００２２】
　また、第１５の発明は、第１の発明において、
　排気ガス中のNOx濃度を検出するNOx濃度センサと、
　前記NOx濃度の検出値と、前記NOx濃度推定値との差が判定値を超えている場合に、前記
NOx濃度センサの異常を判定する異常判定手段と、
　を備えることを特徴とする。
【００２３】
　また、第１６の発明は、第１乃至第１５の発明の何れかにおいて、
　前記内燃機関は複数の気筒を有し、
　前記筒内圧センサは、複数の気筒にそれぞれ配置され、
　前記内部エネルギ相関値算出手段は、前記複数の気筒のそれぞれにつき前記内部エネル
ギ相関値を算出し、
　前記NOx濃度推定手段は、前記複数の気筒のそれぞれにつき前記NOx濃度推定値を算出し
、
　前記複数の気筒のそれぞれについて算出されたNOx濃度推定値のばらつきが所定の範囲
に収まっている場合に、NOx濃度推定値の推定結果が正しいと判断する正否判定手段を備
えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２４】
　第１の発明によれば、内燃機関の筒内圧に基づいて、内部エネルギ相関値を算出するこ
とができる。NOxは、燃焼ガスの温度が上がることにより発生し易くなる。このため、NOx
濃度は、筒内で消費される内部エネルギに対して強い相関を示す。従って、本発明によれ
ば、排気ガスのNOx濃度を精度良く推定することができる。
　また、この発明によれば、内部エネルギ相関値としてMFBを算出し、そのMFBに基づいて
NOx濃度推定値を算出することができる。このため、本発明によれば、NOx濃度推定値を簡
単に求めることができる。
【００２５】
　第２の発明によれば、内部エネルギ相関値に基づいて、NOx排出量を算出することがで
きる。NOx排出力は、燃焼ガス量が多ければ当然に多量となる。本発明によれば、NOx排出
力を吸入空気量で規格化することにより、NOx濃度を精度良く算出することができる。
【００２６】
　第３の発明によれば、吸入空気量が多量であるほどNOx濃度推定値を低く補正すること
ができる。内部エネルギは、吸入空気量が少ない領域では、吸入空気量の増加に対して比
例的な増加を示す。しかしながら、吸入空気量が多い領域では、放熱によって失われるエ
ネルギ等の割合が大きくなり、吸入空気量の増加に対する内部エネルギの増加割合が緩や
かになる。その結果、吸入空気量が多い領域では、吸入空気量に対して、発生するNOx量
が相対的に少量となる。本発明によれば、その影響を補正することにより、吸入空気量の
多少によらず、NOx濃度を正確に推定することができる。
【００２７】
　第４の発明によれば、空燃比がリーンであるほどNOx濃度推定値を高く補正することが
できる。NOxは、空燃比がリーンとなるほど、つまり、混合気中の酸素が多量となるほど
発生し易くなる。本発明によれば、その影響を補正することにより、空燃比の高低によら
ず、NOx濃度を正確に推定することができる。
【００２８】
　第５の発明によれば、排気行程の後に筒内に残留する残留ガス量が多いほど、NOx濃度
推定値を低く補正することができる。筒内で発生したエネルギは、残留ガスに奪われるた
め、残留ガス量が多いほど燃焼ガスの温度は上昇し難くなる。このため、残留ガスが多い
ほど、NOx濃度は低くなり易い。本発明によれば、その影響を補正することにより、残留
ガスの多少によらず、NOx濃度を正確に推定することができる。
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【００２９】
　第６の発明によれば、吸入空気量と残留ガス量との和が多いほど、NOx濃度推定値を低
く補正することができる。このため、本発明によれば、吸入空気量の影響と、残留ガスの
影響の双方を、適切にNOx濃度に反映させることができる。
【００３０】
　第７の発明によれば、NOx濃度推定値がNOx濃度目標値に近づくように内燃機関を制御す
ることができる。更に、本発明によれば、内燃機関の運転状態に基づいて、NOx濃度目標
値を変更することができる。このため、本発明によれば、NOx濃度を適切に制御しながら
、高い自由度をもって内燃機関に対する要求に応えることができる。
【００３１】
　第８の発明によれば、出力効率指標とその目標値との差（指標偏差）が大きいほど、か
つ、NOx濃度推定値とその目標値との差（濃度偏差）が大きいほど、大きな値となる評価
値を算出することができる。更に、本発明によれば、その評価値が最小となるように点火
時期を制御することができる。評価値は、出力効率とNOx濃度推定値が、共に目標に近づ
くほど小さな値となる。このため、本発明によれば、出力効率とNOx濃度の双方を最適化
した状態で内燃機関を動作させることができる。
【００３２】
　第９の発明によれば、出力効率の目標からのずれを意味する指標偏差と、NOx濃度前記
濃度偏差とを、それぞれの重み係数の割合で評価値に反映させることができる。更に、本
発明によれば、その重み係数の割合を変化させることができる。このため、本発明によれ
ば、出力効率を重視する状態からNOx濃度を重視する状態まで、内燃機関の状態を変化さ
せることができる。
【００３３】
　第１０の発明によれば、触媒の劣化が認められた場合に、NOx濃度を重視する設定とす
ることができる。このような設定によれば、触媒が劣化した状況下でも、NOxの排出量を
十分に抑制することができる。
【００３４】
　第１１の発明によれば、触媒のNOx浄化力は、再生処理を行うことにより回復させるこ
とができる。但し、再生処理の実行が不可である場合は、その回復を図ることができない
。本発明によれば、このような状況下で、NOx濃度を重視する設定とすることができる。
このような設定によれば、触媒が浄化するべきNOx量が減るため、再生処理が実行可能と
なるまでに排出されるNOx量を十分に抑えることができる。
【００３５】
　第１２の発明によれば、出力効率指標の基本目標値を、NOx濃度推定値とその目標値と
の差（濃度偏差）に基づいて修正することができる。更に、本発明によれば、内燃機関の
出力効率指標が、修正後の出力効率指標目標値に近づくように点火時期を制御することが
できる。このため、本発明によれば、出力効率とNOx濃度の双方を最適化した状態で内燃
機関を動作させることができる。
【００３６】
　第１３の発明によれば、可変動弁機構を作動させることにより、バルブオーバーラップ
期間を変化させ、その結果、筒内の残留ガス量を変化させることができる。残留ガス量は
、NOx濃度に影響を与える。本発明では、この性質を利用して、NOx濃度推定値がその目標
値に近づくように、可変動弁機構を制御することができる。このため、本発明によれば、
点火時期に影響を与えることなく、NOx濃度推定値をその目標値に近づけることができる
。
【００３８】
　第１４の発明によれば、積分演算を伴う第１の算出方法と、演算負荷の低い第２の算出
方法とで内部エネルギ相関値を算出することができる。また、本発明によれば、演算負荷
の高い第１の算出方法は、機関回転数が低い領域でのみ用いられ、機関回転数の高い領域
では第２の算出方法が用いられる。このため、本発明によれば、低回転領域においてNOx
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濃度推定を高い精度で算出し、かつ、高回転領域において、過剰な演算負荷が生ずるのを
防ぐことができる。
【００３９】
　第１５の発明によれば、NOx濃度の検出値が、NOx濃度推定値から大きく外れているか否
かを判断することにより、NOx濃度センサの異常判定を正確に行うことができる。
【００４０】
　第１６の発明によれば、複数の気筒のそれぞれについて算出されたNOx濃度推定値を比
較することにより、NOx濃度推定値が正しいか否かを判断することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４１】
実施の形態１．
［実施の形態１の構成］
　図１は、本発明の実施の形態１のシステムの構成を説明するための図である。本実施形
態のシステムは、内燃機関１０を備えている。内燃機関１０は、複数の気筒を備える多筒
式の機関である。図１には、それらの気筒のうちの１つを代表例として示している。
【００４２】
　内燃機関１０の個々の気筒には、吸気通路１２と排気通路１４が連通している。筒内１
６と吸気通路１２との境界には、吸気弁１８が設けられている。吸気弁１８は、可変動弁
機構（VVT）２０によって駆動される。可変動弁機構２０は、吸気弁１８の開弁タイミン
グを変化させることができる。筒内１６と排気通路１４との境界には、排気弁２２が配置
されている。排気弁２２は、VVT２０と同様の機能を有するVVT２４により駆動される。
【００４３】
　吸気通路１２には、吸入空気量Gaを検出するためのエアフロメータ２６が組み付けられ
ている。エアフロメータ２６の下流には、スロットル弁２８が配置されている。また、個
々の気筒に通じる吸気ポートには、燃料噴射弁３０が配置されている。更に、個々の気筒
には、点火プラグ３２と筒内圧センサ３４とが組み付けられている。
【００４４】
　内燃機関１０は、クランク角を検知するためのクランク角センサ３６を備えている。内
燃機関１０のシリンダブロックには、冷却水温THWを検知するための水温センサ３８が組
み付けられている。排気通路１４は、排気空燃比を検知するための空燃比センサ４０を備
えている。空燃比センサ４０の下流側には、排気ガスを浄化するための触媒４２が配置さ
れている。
【００４５】
　本実施形態のシステムは、ECU（Electronic Control Unit）５０を備えている。ECU５
０には、上述した各種のセンサ及びアクチュエータが接続されている。ECU５０は、それ
らのセンサから送信される信号に基づいて、内燃機関１０の状態を、適切に制御すること
ができる。
【００４６】
［実施の形態１の特徴］
　本実施形態のシステムは、筒内圧センサ３４の出力Pに基づいて、排気ガス中のNOx濃度
推定値[NOx]を算出する機能を有している。以下、本実施形態のシステムが、NOx濃度推定
値[NOx]を算出する手法について説明する。
【００４７】
　内燃機関１０の筒内で発生するエネルギは、主として、出力トルクに変換される仕事エ
ネルギQwと、筒内で消費される内部エネルギQi（筒内ガスを昇温させるエネルギ）に変換
される。排気ガス中のNOxは、膨張行程において筒内ガスが過熱されることにより発生す
る。このため、NOxの発生量は、筒内で発生する内部エネルギと相関を有している。
【００４８】
　混合気の燃焼に伴って生成される内部エネルギは、次式により求めることができる。但
し、Vθ、Pθは、それぞれ、クランク角θにおける筒内容積V及び筒内圧力Pを意味するも
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のとする。また、次式の積分期間は、点火クランク角θ1から燃焼終了クランク角θ２ま
でとする。
　　　Qi＝∫Vθ・（dPθ/dθ）dθ　　　・・・（１）
【００４９】
　内燃機関１０における空燃比は、原則として理論空燃比に制御される。このような前提
の下では、混合気のポテンシャルエネルギは、吸入空気量Ga（負荷率KL）に比例する。従
って、筒内で発生する内部エネルギの値、及び筒内で発生するNOxの量も、吸入空気量Ga
（負荷率KL）に比例する。従って、排気ガスのNOx濃度推定値[NOx]は、上記（１）式によ
り得られる内部エネルギを、KLで規格化した値に対して相関を示す。次式は、その関係を
示したものである。但し、次式のαは比例係数である。
　　［NOx]＝α・Qi/KL
　　　　　＝α・{∫Vθ・（dPθ/dθ）dθ}/KL　　　・・・（２）
【００５０】
　図２は、内燃機関１０の負荷率KLと、NOx排出量の実測値との関係を示す図である。上
記（１）式では、内部エネルギQiが、負荷率KLと比例することを前提としている。しかし
ながら、負荷率KLが大きくなり、筒内で発生するエネルギが多量になると、壁面を伝って
放出されるエネルギロス等の割合が大きくなり、負荷率KLの増加に対する内部エネルギの
増加率が緩やかになる。図２に示す結果は、その現象が反映されたものであり、負荷率が
４０に達するまでは、NOx排出量がほぼKLに比例し、負荷率KLが４０を超える領域では、
負荷率KLが大きくなるに従って、NOx排出量の増加率が緩やかになることを表している。
【００５１】
　図３は、負荷率KLが大きい領域でNOx排出量の増加率が緩やかになる傾向をNOx濃度推定
値[NOx]に反映させるための補正係数f(kl)の一例を説明するための図である。図３に示す
補正係数f(KL)は、KLが４０以下の領域では基準値の１．０に維持され、KLが４０を超え
る領域では、KLの増加に対して比例的に減少する。このf(KL)は、以下の式によって表す
ことができる。
　　　f(KL)＝（２００－KL）/１６０
　　　但し、ｆ(KL)＞１のときはｆ(KL)＝１　　　　・・・（３）
【００５２】
　図４は、Y＝KLの関係とY＝KL＊ｆ(KL)の関係を、０≦KL≦１００の範囲において表した
図である。図４に示すように、Y＝KL＊ｆ(KL)の曲線は、図２に示すNOx排出量の実測値と
負荷率KLの関係に似た曲線となる。このように、上記の補正係数ｆ(KL)は、KLに対して比
例的な増加を示す変数に掛け合わせることにより、その変数の変化を、現実のNOx排出量
の変化（図２に示す変化）に近似させることができる。従って、上記（１）式の結果（Qi
）にｆ(KL)を掛け合わせれば、負荷率KLの下で現実に発生する内部エネルギを精度良く推
定することができる。また、上記（２）式の結果（[NOx]）にｆ(KL)を掛け合わせれば、
負荷率KLの下での現実のNOx濃度を精度良く推定することが可能である。
【００５３】
　以下に示す演算式は、上記（２）式の積分項を、ECU５０による処理（離散値の積算）
に合わせてΣの項に置き換え、かつ、比例計数αを上記（３）式の補正係数ｆ(KL)に置き
換えたものである。
【００５４】
【数１】

【００５５】
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　本実施形態のシステムは、内燃機関１０の運転中に、上記（４）式に従ってNOx濃度推
定値を算出する。具体的には、ECU５０は、膨張行程毎に、その行程に先立って吸入され
た吸入空気量Gaに基づいて負荷率KLを算出する。また、ECU５０は、膨張行程において、
所定のクランク角Δθ毎に、筒内容積Vθ及び筒内圧力Pθを検出する。ECU５０は、クラ
ンク角θとの関係で、個々の気筒の筒内容積Vθを定めたマップを記憶している。ここで
は、そのマップに従って、クランク角センサ３６の出力値に基づいて、筒内容積Vθが算
出される。筒内圧力Pθについては、筒内圧センサ３４の出力に基づいて検出される。
【００５６】
　ECU５０は、点火クランク角θ1から燃焼終了クランク角θ２まで、所定のクランク角Δ
θ毎に、Σ{Vθ・（dPθ/dθ）Δθ}の積算を進行させる。その結果として得られた積算
値に、負荷率KLに基づく規格化と、補正係数ｆ(KL)による補正とが施されることにより、
上記（４）式によるNOx濃度推定値[NOx]が算出される。
【００５７】
　上記（４）式の推定では、NOx濃度の基礎データとして、筒内圧Pが用いられている。こ
のような推定の手法によれば、点火時期の変動や、ノックの発生に起因して、筒内での混
合気の燃焼状態が変化した場合に、その変化をNOx濃度推定値[NOx]に反映させることがで
きる。このため、上述した推定の手法によれば、内燃機関１０の運転状態の変化に関わら
ず、常に高い精度でNOx濃度を推定する機能を実現することができる。
【００５８】
　図５は、本実施形態のシステムが算出したNOx濃度推定値[NOx]と、内燃機関１０の排気
ガス中のNOx濃度の実測値との相関を示した図である。図５に示す各点は、異なる条件下
で得られたNOx濃度推定値[NOx]と、NOx濃度の実測値との組みをプロットしたものである
。ここで、「異なる条件」とは、機関回転数NE及び負荷率KLが異なることを意味する。但
し、混合気の空燃比は理論空燃比に制御されているものとする。
【００５９】
　図５に示す結果は、上記（４）式により算出されたNOx濃度推定値[NOx]が、あらゆる運
転条件下で、NOx濃度の実測値に対して極めて高い相関を示すことを表している。このよ
うに、本実施形態のシステムによれば、あらゆる運転状況の下で、NOx濃度の実測値と精
度良く一致するNOx濃度推定値[NOx]を算出することが可能である。
【００６０】
　ところで、上述した実施の形態１においては、ECU５０が、（４）式におけるΣ{Vθ・
（dPθ/dθ）Δθ}の積算処理を行うことにより、前記第１の発明における「内部エネル
ギ相関値算出手段」が実現されている。また、ECU５０が、その結果に対して、KLによる
規格化と、f(KL)による補正とを施すことにより前記第１の発明における「NOx濃度推定手
段」が実現されている。
【００６１】
　また、上述した実施の形態１においては、エアフロメータ２６が前記第２又は第３の発
明における「吸入空気量検出手段」に相当している。更に、ECU５０が、（４）式におけ
るΣ{Vθ・（dPθ/dθ）Δθ}の積算処理を行うことにより前記第２の発明における「NOx
量算出手段」が実現されている。更に、ECU５０が、その積算処理の結果に対してKLによ
る規格化を施すことにより前記第２の発明における「規格化手段」が、f(KL)による補正
を施すことにより前記第３の発明における「補正手段」が、それぞれ実現されている。
【００６２】
実施の形態２．
　次に、本発明の実施の形態２について説明する。本実施形態のシステムは、図１に示す
構成において、ECU５０に、後述する（５）式に従ってNOx濃度推定値[NOx]を算出させる
ことにより実現することができる。
【００６３】
　上述した実施の形態１では、内燃機関１０が、空燃比が理論空燃比に制御された状態で
作動することを前提としている。しかしながら、内燃機関１０においては、燃料の増量補
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正や減量補正が要求されることがある。そして、内燃機関１０の空燃比は、それらの要求
に応じた燃料制御が実行されることにより、必然的に理論空燃比から外れた値となる。
【００６４】
　排気ガス中のNOxは、混合気中に存在する酸素が多量であるほど、つまり、空燃比がリ
ーンであるほど発生し易い。このため、空燃比が理論空燃比から外れる領域においてNOx
濃度を正確に推定するためには、空燃比の影響を、NOx濃度推定値[NOx]に反映させること
が必要である。
【００６５】
　以下に示す演算式（５）は、上記の要求に応えるためのものである。具体的には、式（
５）は、上記（４）式の右辺に、空燃比補正係数λを掛け合わせたものである。但し、空
燃比補正係数λは、排気空燃比A/Fの実測値と、理論空燃比（ここでは「１４．５」とす
る）との比（λ＝(A/F)/１４．５）とする。
【００６６】
【数２】

【００６７】
　ECU５０は、空燃比センサ４０の出力により、排気空燃比A/Fを実測することができる。
また、上記の空燃比補正係数λは、空燃比A/Fが理論空燃比に一致する場合に基準値１．
０となり、A/Fがリーンになるほど大きな値に、また、A/Fがリッチになるほど小さな値に
なる。このため、上記（５）式によれば、空燃比がNOxの発生量に与える影響を、適切にN
Ox濃度推定値[NOx]に反映させることができる。従って、本実施形態のシステムによれば
、空燃比が理論空燃比から外れる状況下でも、NOx濃度推定値[NOx]を極めて精度良く算出
することができる。
【００６８】
　尚、上述した実施の形態２においては、空燃比センサ４０が前記第４の発明における「
空燃比検出手段」に相当している。また、ECU５０が、（５）式に示すλの積算処理を行
うことにより前記第４の発明における「補正手段」が実現されている。
【００６９】
実施の形態３．
　次に、図６乃至図８を参照して、本発明の実施の形態３について説明する。本実施形態
のシステムは、図１に示す構成に、吸気管圧力Pmを検知する圧力センサを加えると共に、
ECU５０に、後述する（６）式に従ってNOx濃度推定値[NOx]を算出させることにより実現
することができる。
【００７０】
　筒内で発生するNOxの量は、筒内ガスが高温になるほど多量になり易い。筒内には、吸
気行程において吸入された新気と共に、筒内に残留した残留ガス（EGRガスを含む）とが
存在している。筒内で発生したエネルギは、残留ガスの昇温によっても消費される。この
ため、残留ガスが多量であるほど、筒内ガスの温度は上昇しにくく、その結果、NOxの生
成量が少量となる。
【００７１】
　上述した実施の形態１及び２は、筒内に残留する既燃ガスの割合が大きく変動しないこ
とを前提としてNOx濃度推定値[NOx]を算出している。しかしながら、内燃機関１０におい
ては、VVT２０，２４の機能によってバルブオーバーラップが変化すると、筒内の残留ガ
スの割合に有意な変化が生ずる。このため、上述した実施の形態１又は２における手法で
は、VVT２０，２４がバルブオーバーラップを変化させた場合に、NOx濃度の推定精度が低
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下する事態が生じ得る。
【００７２】
　図６は、VVTの作動に伴う残留ガス量の変化が、（４）式（実施の形態１）によるNOx濃
度推定値[NOx]に与える影響を示す結果である。図６に示す各点は、異なる条件下で算出
されたNOx濃度推定値[NOx]と、NOx濃度の実測値との組みをプロットしたものである。図
６中に「吸気弁進角小」として示した点は、吸気弁１８の進角量が少なくなるように、つ
まり、バルブオーバーラップが小さくなるようにVVT２０を作動させた場合の結果である
。他方、図６中に「吸気弁進角大」として示した点は、吸気弁１８の進角量が多くなるよ
うに、つまり、バルブオーバーラップが大きくなるようにVVT２０を作動させた場合の結
果である。
【００７３】
　図６に示す結果は、進角量が少なく残留ガス（内部EGRガス）量が少ない状況下では、
現実には、その影響でNOxが多量に発生しているのに対して、（４）式による[NOx]値が過
小になっていることを表している。また、この結果は、進角量が多く残留ガス量が多い状
況下では、現実には、その影響でNOx発生量が少なくなるのに対して、（４）式では過大
な[NOx]値が算出されることを表している。
【００７４】
　本実施形態のシステムは、筒内の残留ガス量を、NOx濃度推定値[NOx]に反映させること
により、上記の理由に起因する推定誤差を十分に抑制する点に特徴を有している。以下、
残留ガス量を[NOx]に反映させるための手法を説明する。
【００７５】
　図７は、吸気弁１８の進角量と、吸気管圧力Pmとの関係を説明するための図である。図
７に示す複数の実線は、それぞれ、機関回転数NE及び負荷率KLを一定として吸気弁１８の
進角量（バルブオーバーラップ）を変化させた場合に得られた複数の結果（点）を結んだ
ものである。これらの実線は、それぞれ、バルブオーバーラップと吸気管圧力Pmとが互い
に相関していることを示している。より具体的には、図７に示す複数の実線は、バルブオ
ーバーラップが大きくなり、残留ガス量が多量になるほど、吸気管圧力Pmが高くなること
を示している。このため、吸気管圧力Pmは、残留ガス量の代用特性値として用いることが
可能である。
【００７６】
　以下に示す演算式（６）は、吸気管圧力Pmを用いて、残留ガス量の影響をNOx濃度推定
値[NOx]に反映させるための式である。但し、（６）式におけるτは、燃料噴射弁３０に
指令する燃料噴射時間である。
【００７７】
【数３】

【００７８】
　上記（６）式は、実質的には、（５）式における補正係数f(KL)を、Pmをパラメータと
するf(Pm)に置き換えたものである。すなわち、（５）式における（１/KL）＊λは、以下
に示すように展開することができる。
　　　（１/KL）＊λ
　　＝（１/KL）＊（A/F）/１４．５　　　・・・（７）
【００７９】
　KLは、吸入空気量Gaの相関値であり、AはGaを意味するから、（１/KL）＊Aは係数に置
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き換えることができる。この係数と１４．５を一つの係数βで表せば、（７）式の関係は
、以下のように表すことができる。
　　　（１/KL）＊λ＝β/F　　　・・・（８）
【００８０】
　Fは燃料噴射量であるから、τに置き換えることができる。従って、（５）式における
（１/KL）＊λは、（６）式におけるβ＊（１/τ）と等価である。このため、（６）式は
実質的には、補正係数fのパラメータが、負荷率KLから吸気管圧力Pmに置き換えられてい
る点を除いて、（５）式と同一である。
【００８１】
　補正係数ｆ(Pm)は、図３に示すf(KL)と同様に、吸気管圧力Pmが低い領域では基準値１
．０を維持し、吸気管圧力Pmが大きい領域では、Pmが大きくなるほど最小値０に向かって
減少する。吸気管圧力Pmは、上述した通り、残留ガス量が多いほど高い値となる（図７参
照）。従って、補正係数ｆ(Pm)によれば、残留ガス量が多く、現実のNOx量が少なくなり
易いほど、NOx濃度推定値[NOx]を小さく補正することができる。
【００８２】
　図８は、上記（６）式に従って算出したNOx濃度推定値[NOx]と、NOx濃度の実測値との
相関を示した図である。図８に示す各点は、機関回転数NE及び負荷率KLに加えて、吸気弁
１８のVVT２０の状態をも変化させて得た、NOx濃度推定値[NOx]とNOx濃度の実測値との組
み合わせをプロットしたものである。図８に示すように、上記（６）式によれば、VVT２
０の状態変化の影響を受けることなく、NOxの実測値に対して常に高い相関を示すNOx濃度
推定値[NOx]を算出することができる。このため、本実施形態のシステムによれば、残留
ガス量の多少に関わらず、排気ガスのNOx濃度を正確に推定することができる。
【００８３】
　ところで、上述した実施の形態３では、残留ガスの影響を、吸気管圧力Pmを用いてNOx
濃度推定値[NOx]に反映させることとしているが、その手法はこれに限定されるものでは
ない。すなわち、筒内の残留ガス量は、例えば、吸気行程圧力と、排気行程圧力とを基礎
データとすることで、公知の手法（例えば筒内DJ手法）により算出することができる。残
留ガス量が算出できれば、吸気管圧力Pmと同様の特性、つまり、残留ガス量が多いほど大
きな値となり、かつ、負荷率KLが大きいほど大きな値となる特性を示す他のパラメータを
設定することができる。このパラメータを、Pmに置き換えて（６）式の演算を行うことに
よっても、残留ガス量の影響を[NOx]に反映させることは可能である。
【００８４】
　また、上述した実施の形態３では、補正係数f(Pm)を用いて、負荷率KLの影響と共に残
留ガス量の影響をNOx濃度推定値[NOx]に反映させることとしているが、その手法はこれに
限定されるものではない。すなわち、NOx濃度推定値[NOx]の精度を高めるうえでは、残留
ガス量が多いほど、[NOx]が小さく補正されれば十分である。従って、残留ガス量が判る
場合には、例えば、（５）式の右辺分母に残留ガス量を反映させることで上記の機能を実
現することとしてもよい。
【００８５】
　また、上述した実施の形態３では、残留ガス量が変化する原因が、バルブオーバーラッ
プの変化に限定されているが、その原因はこれに限定されるものではない。例えば、排気
ガスを吸気系に還流させるEGR機構を備える内燃機関においては、残留ガス量が、そのEGR
機構の状態に応じて変化することがある。本実施形態の手法によれば、残留ガス量の変化
が、如何なる原因により生じたかに関わらず、常にその影響を精度良くNOx濃度推定値[NO
x]に反映させることができる。
【００８６】
　また、上述した実施の形態３においては、吸気管圧力Pmを、吸気圧センサにより検知す
ることとしているが、その検知の手法はこれに限定されるものではない。例えば、エアフ
ロメータ２６によって検出される吸入空気量Gaや、クランク角センサ３６によって検知さ
れる機関回転数NE等に基づいて、公知の手法で吸気管圧力Pmを推定することとしてもよい
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。
【００８７】
　尚、上述した実施の形態３においては、吸気圧センサが前記第５の発明における「残留
ガス量相関値検知手段」に相当している。また、ECU５０が、（６）式における補正係数f
(Pm)の積算処理を行うことにより前記第５の発明における「補正手段」が実現されている
。
【００８８】
　また、上述した実施の形態３においては、エアフロメータ２６が、前記第６の発明にお
ける吸入空気量検出手段に相当している。また、ECU５０に、残留ガス量を算出させるこ
とにより、前記第５の発明における「残留ガス量相関値検知手段」を実現することができ
る。更に、ECU５０に、残留ガス量が多いほど大きな値となり、かつ、負荷率KLが大きい
ほど大きな値となるパラメータを設定させ、Pmをそのパラメータに置き換えて（６）式の
演算を実行させることにより前記第６の発明における「補正手段」を実現することができ
る。
【００８９】
実施の形態４．
[実施の形態４の特徴］
　次に、図９及び図１０を参照して、本発明の実施の形態４について説明する。図９は、
本実施形態において、ECU５０が実行する制御の内容を説明するためのブロック図である
。図９に示すように、本実施形態では、ECU５０の内部に、NOx算出部５２、MFB算出部５
４、及びSA決定部５６が形成される。これらは、何れも、ECU５０が、その内部に記憶さ
れている制御プログラムを実行することにより実現される。
【００９０】
　NOx算出部５２は、上述した実施の形態１乃至３の何れかの手法でNOx濃度推定値[NOx]
を算出する部分である。MFB算出部５４は、以下に説明する手法により、筒内の燃焼状態
の特性値であるMFBを算出する部分である。MFBは、点火の実行後、クランク角が特定クラ
ンク角に達するまでに生じた熱量Q1と、燃焼終了クランク角（本実施形態ではATDC６０°
CAとする）に達するまでに生じた発熱量Q@ATDC60との比（Q1/ Q@ATDC60）で表される。
【００９１】
　内燃機関１０が発生するトルクは、負荷率KLや空燃比A/Fが同じでも、点火時期が異な
れば異なった値となる。このため、内燃機関１０の点火時期は、出力特性を向上させる観
点からは、最も効率的にトルクを発生させるクランク角に制御することが望ましい。つま
り、出力向上の観点からは、点火進角値SAを、上記のクランク角を実現する値（MBT）に
制御することが望ましい。
【００９２】
　本実施形態において、MFB算出部５４は、特に、上記の特定クランク角を上死点後（ATD
C）８°CAとしてMFBを算出する。以下、この点が明確になるように、本実施形態における
MFBを、「MFB@ATDC8」とする。以下に示す（９）式は、MFB算出部５４によって算出され
るMFB＠ATDC８の演算式である。
　　　MFB@ATDC8＝Q@ATDC8/Q＠ATDC60　　　・・・（９）
【００９３】
　上記（９）式（特に、ATDC８°CAを第１のクランク角とすること）は、内燃機関１０の
特性に合わせて設定したものである。本実施形態において、この式（９）により算出され
るMFB@ATDC8は、内燃機関１０の点火進角値SAとMBTとの一致程度に対して相関を有してい
る。より具体的には、上記のMFB@ATDC8は、内燃機関１０の点火進角値SAがMBTに近づくに
連れて０．５に近づき、両者が一致する状況下で０．５となる。このため、MFB@ATDC8は
、本実施形態において、点火進角値SAとMBTとの一致度合いを表す特性値として用いるこ
とができる。
【００９４】
　SA決定部５６は、NOx濃度推定値[NOx]とMFB@ATDC8とに基づいて、内燃機関１０におい
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て用いるべき点火進角値SAを決定する部分である。SA決定部５６は、より具体的には、第
１に、次式（１０）に従って評価関数Jを算出する。但し、次式中「A」は、内燃機関１０
の運転状態に応じて適宜決定される重み付け係数である。また、次式中「a」は、内燃機
関１０が目標とするNOx濃度、つまり、[NOx]の目標値である。
　　　J＝A×(MFB@ATDC8－０．５)２＋(１－A)×([NOx]－a)２　　　・・・（１０）
【００９５】
　（１０）式によって算出される評価値Jは、MFB@ATDC8が０．５に近いほど、つまり、点
火進角値SAがMBTに近いほど小さな値となり、かつ、[NOx]が目標値aに近いほど小さな値
となる。但し、点火進角値SAがMBTに近い領域では、それらが近づくに従って、NOxが増え
る傾向がある。このため、点火進角値SAを徐々にMBTに近づけていった場合、評価値Jは、
一旦減少した後、増加に転じる傾向を示す。
【００９６】
　内燃機関１０においては、高い出力効率が望まれると同時に、NOx排出量が少ないこと
も望まれる。上記の評価値Jは、MFB@ATDC8及び [NOx]の双方が、バランス良くそれぞれの
目標値（最適値）に近づいた際に最小の値となる。従って、出力効率に関する要求とNOx
排出量に関する要求とを高いレベルで両立させるうえでは、評価値Jが最小値となるよう
な点火進角値SAを設定することが望ましい。
【００９７】
　本実施形態において、SA決定部５６は、第２に、上記（１０）式によって算出される評
価値Jを最小とする点火進角値SAを探索する。具体的には、点火進角値SAを変化させなが
ら評価値Jを算出し、その値Jを最小とする最適なSAを探索する。そして、SA決定部５６は
、このようにして探索したSAを、内燃機関１０に対する指令値として保持する。以上の処
理により、本実施形態のシステムは、内燃機関１０に対して、優れた排気エミッション特
性と、優れた出力特性とを共に付与することができる。
【００９８】
[実施の形態４における具体的処理]
　図１０は、本実施形態において、ECU５０が実行するルーチンのフローチャートである
。図１０に示すルーチンでは、先ず、内燃機関１０の運転条件が読み込まれる（ステップ
１００）。ここでは、具体的には、機関回転数NE、負荷率KL（吸入空気量Ga）に加えて、
実施の形態１乃至３の何れかの手法で算出された[NOx]、並びに公知の手法で算出されたM
FBが読み込まれる。
【００９９】
　次に、NOx濃度の目標値aが選択される（ステップ１０２）。内燃機関１０が目標とする
NOx濃度は、必ずしも一定ではない。すなわち、内燃機関１０に要求される様々な要求に
バランス良く応えるためには、NOx濃度の目標値aは、内燃機関１０の運転状態に応じて適
宜変化させることが望ましい。本実施形態において、ECU５０は、内燃機関１０の運転状
態との関係で目標値aを定めたマップを記憶している。ここでは、そのマップに従って目
標値aが選択される。
【０１００】
　次に、重み付け係数Aが決定される（ステップ１０４）。内燃機関１０において、優れ
た出力効率を得ることの重要性と、優れたエミッション特性を得ることの重要性は、常に
一定ではない。例えば、加速が要求される状況下では、出力効率の要求を、エミッション
特性の要求に優先することが望ましい。また、定常運転時には、その逆の優先設定をする
ことが望ましい。ECU５０は、上記の観点から、内燃機関１０の運転状態との関係で、重
み付け係数Aを定めたマップを記憶している。このマップは、出力効率が優先される状況
下ほど重み付け係数Aが最大値１．０に近づき、エミッション特性が優先される状況下ほ
ど、重み付け係数Aが最小値０に近づくように設定されている。本ステップ１０４では、
このマップに従って重み付け係数Aが決定される。
【０１０１】
　次に、点火進角値SAの初期値SA0が設定される（ステップ１０６）。初期値SA0は、十分
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に小さな値に設定される。より具体的には、上記（１０）式による評価値Jを最小値とす
るSAに対して、MBTの反対側に位置することが明らかな値に設定される。
【０１０２】
　次に、上記（１０）式に従って、評価値Jが算出される（ステップ１０８）。次いで、
今回の処理サイクルで算出されたJが、前回のサイクルで算出されたJに比して小さいか否
かが判別される（ステップ１１０）。
【０１０３】
　評価値Jには、初期化処理により十分に大きな値が設定される。このため、評価値Jが初
めて演算されたサイクルでは、ステップ１１０の条件が成立する。同様に、点火進角値SA
が、初期値SA0の近傍にある間は、その条件の成立が判定される。この場合は、点火進角
値SAが、所定値dSAだけ大きく更新される（ステップ１１２）。その後、再びステップ１
０８の処理が実行される。
【０１０４】
　上記の処理が繰り返されると、やがては、評価値Jの変化が減少から増加に転じる。こ
の反転が生ずると、ステップ１１０の条件が不成立となる。この場合、その時点で設定さ
れている点火進角値SAが保持される（ステップ１１４）。
【０１０５】
　以上の処理によれば、内燃機関１０の運転状態に応じて重み付け係数A及びNOx目標値a
をそれぞれ自由に設定することができる。更に、この処理によれば、それらの設定の下で
、評価値Jを最小とする点火進角値SAを保持することができる。このため、本実施形態の
システムによれば、内燃機関１０の出力特性及びエミッション特性を、内燃機関１０の運
転状況に応じた最適なバランスで両立させることができる。
【０１０６】
　ところで、上述した実施の形態４においては、内燃機関１０の特性に合わせて、MFB@AT
DC8を、点火進角値とMBTとの一致度合いを表す特性値としている。従って、異なる特性を
示す内燃機関に対しては、ATDC８°CAとは異なるクランク角を特定クランク角としてMFB
を算出することとしてもよい。尚、この点は、以下に説明する他の実施形態においても同
様である。
【０１０７】
　尚、上述した実施の形態４においては、MFB@ATDC8が前記第８の発明における「出力効
率指標」に相当していると共に、ECU５０が、MFB@ATDC8を算出することにより前記第８の
発明における「出力効率指標算出手段」が実現されている。また、ここでは、（１０）式
における(MFB@ATDC8－０．５)が前記第８の発明における「指標偏差」に相当していると
共に、ECU５０がその演算を行うことにより前記第８の発明における「指標偏差算出手段
」が実現されている。また、（１０）式における([NOx]－a)が前記第８の発明における「
濃度偏差」に相当していると共に、ECU５０がその演算を行うことにより前記第８の発明
における「濃度偏差算出手段」が実現されている。更に、ECU５０が、上記ステップ１０
８の処理を実行することにより前記第８の発明における「評価値算出手段」が、上記ステ
ップ１１０～１１４の処理を実行することにより前記第８の発明における「点火時期制御
手段」が、それぞれ実現されている。
【０１０８】
　また、上述した実施の形態４においては、ECU５０が、ステップ１０４の処理を実行す
ることにより前記第９の発明における「重み係数変更手段」が実現されている。
【０１０９】
実施の形態５．
　次に、図１１を参照して本発明の実施の形態５について説明する。図１１は、本実施形
態において、ECU５０が実行する制御の内容を説明するためのブロック図である。図１１
に示す構成要素は、何れも、ECU５０が、その内部に記憶している制御プログラムを実行
することにより実現される。
【０１１０】
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　図１１に示すように、本実施形態においては、ECU５０の内部に、NOx抑制部６２が形成
される。NOx抑制部６２は、NOx補正値KNOx＝γ・ΔNOxを算出するためのブロックである
。NOx抑制部６２は、具体的には、以下の処理を実行する。
　ｉ）上述した実施の形態１乃至３の何れかの手法でNOx濃度推定値[NOx]を算出する。
　ii）算出した[NOx]と、NOx濃度の目標値aとの差ΔNOx（＝[NOx]－a）を算出する。
　iii）上記の差ΔNOxに定数γを掛け合わせてNOx補正値KNOx＝γ・ΔNOxを算出する。
【０１１１】
　NOx補正値KNOxは、NOx濃度推定値[NOx]が目標値aに対して過大であるほど大きな値とな
る係数である。ECU５０の内部で、NOx補正値KNOxは、図１１に示すように第１減算部６４
に供給される。第１減算部６４には、MFB＠ATDC８の最適値である０．５が供給されてい
る。第１減算部６４は、その０．５からNOx補正値KNOxを減じた値（以下、「第１指令値O
UT６４」とする）を、後段の第２減算部６６に供給する。
【０１１２】
　第２減算部６６には、MFB演算部６８からMFB@ATDC8が供給されている。MFB演算部６８
は、実施の形態４において説明した上記（９）式に従って、公知の手法によりMFB@ATDC8
を算出するブロックである。第２減算部６６は、第１減算部６４から供給された第１指令
値OUT６４

からMFB@ATDC8を減じた値（以下、「第２指令値OUT６６」とする）をPI制御部７０に供給
する。PI制御部７０に供給される第２指令値OUT６６は、次式により表すことができる。
　　　OUT６６＝OUT６４－MFB@ATDC8＝０．５－KNOx－MFB@ATDC8　　　・・・（１１）
【０１１３】
　（１１）式により算出される第２指令値OUT６６は、MFB@ATDC8が、第１指令値OUT６４

より小さい場合には正の値となる。つまり、第２指令値OUT６６は、第１指令値OUT６４が
意味する燃焼割合に対してMFB@ATDC8が過小である場合に正の値となり、他方、MFB@ATDC8
が過大である場合に負の値となる。
【０１１４】
　PI制御部７０は、第２指令値OUT６６の比例項Pと積分項Iを算出し、それらの和を進角
補正値ΔSAとして算出するブロックである。PI制御部７０によって算出された進角補正値
ΔSAは、加算部７２に供給される。加算部７２には、また、点火時期モデル演算部７４か
ら基本進角値SABが供給されている。点火時期モデル演算部７４は、機関回転数NE及び機
関負荷KLを基礎として、内燃機関１０の運転状態に適合した点火進角値を基本進角値SAB
として算出するブロックである。加算部７２は、基本進角値SABに進角補正値ΔSAを加え
た値を最終的な点火進角値SAとして内燃機関１０に供給する。内燃機関１０は、このよう
にして算出された点火進角値SAで各気筒の点火時期を決定する。
【０１１５】
　点火進角値SAは、進角補正値ΔSAが０であれば基本進角値SABと一致する。そして、点
火進角値SAは、ΔSAが正であればSABより進角側の値となり、ΔSAが負であればSABに比し
て遅角側の値となる。進角補正値ΔSAは、第２指令値OUT６６が正であれば正方向に更新
され、第２指令値OUT６６が負であれば負方向に更新される。
【０１１６】
　第２指令値OUT６６は、上述した通り、第１指令値OUT６４に対してMFB@ATDC8が過小で
ある場合に正となる。この場合、進角補正値ΔSAが正方向に更新され、点火進角値SAが進
角側に修正される。その結果、燃焼の速度が増してMFB@ATDC8が第１指令値OUT６４に近づ
けられる。反対に、第１指令値OUT６４に対してMFB@ATDC8が過大である場合は、第２指令
値OUT６６が負となり、点火進角値SAが遅角側に修正される。このように、図１１に示す
システムによれば、MFB@ATDC8が第１指令値OUT６４に近づくように内燃機関１０の点火進
角値SAを制御することができる。
【０１１７】
　第１指令値OUT６４は、NOx補正値KNOxが大きいほど、つまり、目標値aに対してNOx濃度
推定値[NOx]が過大であるほど０．５に比して小さな値となる。従って、[NOx]が目標値a
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に一致していれば、第１指令値OUT６４は０．５となる。この場合、点火進角値SAは、MFB

@ATDC8が０．５になるように制御される。つまり、この場合、点火時期SAはMBTに制御さ
れることになる。
【０１１８】
　現実には、点火進角値SAがMBTに近づく過程で、NOx濃度推定値[NOx]は目標値aを超える
のが通常である。この場合、先ず、第１指令値OUT６４が０．５より小さな値に修正され
る。この修正に続いて、MFB@ATDC8が０．５より小さな値となるように、点火進角値SAが
遅角側に修正される。その結果、筒内での燃焼速度が遅くなり、NOx濃度が低下する。以
上の処理が連続的に繰り返されることにより、点火進角値SAは、MBTに近く、かつ、[NOx]
を目標値aに近づける適正値に制御される。
【０１１９】
　以上説明した通り、本実施形態のシステムによれば、実施の形態４の場合と同様に、NO
x濃度推定値[NOx]を利用して、内燃機関１０の点火進角値SAを、優れた出力効率と、優れ
たエミッション特性の双方を実現する値に制御することができる。このため、本実施形態
のシステムによれば、煩雑な適合作業を行うことなく、内燃機関１０の全運転領域におい
て、バランス良く出力効率とエミッション特性を両立させることができる。
【０１２０】
　尚、上述した実施の形態５においては、MFB@ATDC8が前記第１２の発明における「出力
効率指標」に相当していると共に、MFB演算部６８が前記第１２の発明における「出力効
率指標算出手段」に相当している。また、ここでは、[NOx]と目標値aとの差が前記第１２
の発明における「濃度偏差」に相当していると共に、NOx抑制部６２が前記第１２の発明
における「濃度偏差算出手段」に相当している。更に、本実施形態では、第１減算部６４
が前記第１２の発明における「指標目標値設定手段」に、PI制御部７０及び加算部７２が
前記第１２の発明における「点火時期制御手段」に、それぞれ相当している。
【０１２１】
実施の形態６．
　次に、図１２を参照して本発明の実施の形態６について説明する。本実施形態のシステ
ムは、実施の形態４又は５のシステムにおいて、NOx濃度推定値[NOx]の目標値aを、後述
する手法で設定することにより実現することができる。
【０１２２】
　図１２は、内燃機関１０の排気ガス中のNOx濃度と負荷率KLとの関係を説明するための
図である。図１２中に、破線で示したデータは、現在の排気ガス規制を満たすことが確認
されている量産型の内燃機関を、規定の運転モード（１０モード、１５モード、LA4モー
ド）で動作させた場合の結果を示す。また、図１２中に○で示したデータは、上記量産型
の内燃機関を一定の機関回転数（NE＝１５００rpm、２０００rpm、３０００rpm）で定常
運転させた場合の結果である。
【０１２３】
　図１２に示す結果は、量産型の内燃機関から排出される排気ガス中のNOx濃度は、負荷
率KLが小さい領域でほぼ負荷率KLに比例した値となり、負荷率KLが一定値（本実施形態で
は４０％）を超える領域で、上限値に収束することを示している。図１２中に実線で示す
折れ線は、その傾向に合わせて設定した目標値aを示す。本実施形態において、ECU５０は
、上記の折れ線に対応する関数（具体的には、KL小領域における比例定数と、屈曲点のKL
値）を記憶しており、その関数に従って目標値aを設定する。
【０１２４】
　上述した通り、実施の形態４又は５のシステムによれば、内燃機関１０において良好な
燃焼効率が得られ、かつ、NOx濃度推定値[NOx]が目標値aに近づくように点火進角値SAが
制御される。このため、目標値aが、図１２中の実線に属する値に設定されれば、燃焼効
率の最適化が図られつつ、現実のNOx濃度が目標値aに近い値に抑制される。この場合、内
燃機関１０の排気エミッション特性は、現在の量産型の内燃機関のレベルと同等になる。
【０１２５】
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　以上の理由により、本実施形態のシステムによれば、煩雑な適合作業を行うまでもなく
、市場での要求に適合するエミッション特性と、優れた出力特性とを内燃機関１０に付与
することができる。このため、本実施形態のシステムによれば、内燃機関１０の開発工数
を減らすことが可能である。更に、上記の処理によれば、目標値ａの設定に必要な情報（
折れ線の関数）が、極めて僅かである。このため、本実施形態のシステムは、多大なメモ
リ容量を必要とせずに実現することができる。
【０１２６】
　尚、上述した実施の形態６においては、ECU５０が、実施の形態４又は５の手法で点火
進角値SAを制御することにより前記第７の発明における「制御手段」が実現される。また
、ここでは、ECU５０が、図１２に示す実線の関係に従って目標値aを設定することにより
前記第７の発明における「NOx濃度目標値設定手段」が実現される。
【０１２７】
実施の形態７．
　次に、図１３を参照して、本発明の実施の形態７について説明する。本実施形態のシス
テムは、実施の形態４のシステムにおいて、ECU５０に、触媒４２の劣化判定処理と、後
述する図１３に示すルーチンとを更に実行させることにより実現することができる。
【０１２８】
　触媒４２には、経時変化による劣化が生ずる。NOxの大気放出を防ぐ意味では、触媒４
２の劣化が進むほど、内燃機関１０から排出されるNOx量を少なくすることが必要となる
。上述した通り、実施の形態４のシステムは、重み付け係数Aにより、出力特性と、エミ
ッション特性の重要度を変えることができる（上記（１０）式参照）。
【０１２９】
　より具体的には、このシステムでは、重み付け係数Aを小さくすることで、エミッショ
ン特性の重要度を高めて、内燃機関１０から排出されるNOx量を少なくすることができる
。そこで、本実施形態では、触媒４２が十分な浄化能力を有する間は、重み付け係数Aを
大きな値として出力特性を重視し、触媒４２の劣化が認められた場合は、重み付け係数A
を小さくして、エミッション特性を重視した状態を実現することとした。
【０１３０】
　図１３は、上記の機能を実現するためにECU５０が実行するルーチンのフローチャート
である。図１３に示すルーチンでは、先ず、公知の手法により触媒４２の劣化判定が行わ
れる（ステップ１２０）。その結果、触媒４２の劣化が認められなかった場合は、そのま
ま今回のサイクルが終了される。
【０１３１】
　重み付け係数Aは、初期化処理により、出力特性と、エミッション特性とのバランスを
考慮した最適値に設定されている。上記ステップ１２０において、触媒４２の劣化が認め
られなかった場合は、重み付け係数Aが、初期化された値のまま維持されるため、上記の
バランスが保たれるように内燃機関１０の状態が制御される。
【０１３２】
　上記ステップ１２０において、触媒４２の劣化が判定された場合は、低NOxモードへの
切り換えが行われる（ステップ１２２）。具体的には、重み付け係数Aが所定値だけ小さ
な値に変更される。上記（１０）式によれば、重み付け係数Aが小さいほど、評価値Jを最
小とする上で、[NOx]を目標値aに近づけることが重要となる。このため、上記の処理が実
行されると、以後、内燃機関１０は、エミッション特性を重視した状態で運転されること
になり、内燃機関１０から排出されるNOx量が減少する。
【０１３３】
　以上説明した通り、本実施形態のシステムによれば、触媒４２が劣化した状況下では、
NOxの制御精度を高めることで、触媒４２が処理するべきNOx量を減らすことができる。こ
のため、本実施形態のシステムによれば、触媒４２の劣化に関わらず、NOxの大気放出を
十分に抑制することができる。
【０１３４】
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　ところで、上述した実施の形態７においては、触媒４２の劣化時に低NOxモードに切り
換える処理を、実施の形態４のシステムにおいて実行することとしているが、その組み合
わせはこれに限定されるものではない。すなわち、触媒４２の劣化時に低NOxモードに切
り換える処理は、実施の形態５のシステムに組み合わせることとしてもよい。実施の形態
５のシステムでは、NOx抑制部６２が、NOx補正係数KNOxを、KNOx＝γ・ΔNOxにより算出
する。この場合、係数γを大きな値に変更することによりΔNOx（[NOx]と目標値aとの差
）を小さくすることの重要度を高め、NOx排出量を少なくすることが可能である。
【０１３５】
　尚、上述した実施の形態７においては、ECU５０が、ステップ１２０の処理を実行する
ことにより前記第１０の発明における「触媒劣化判定手段」が実現されている。また、こ
こでは、ECU５０がステップ１２２の処理を実行することにより前記第１０の発明におけ
る「劣化対応手段」が実現されている。
【０１３６】
実施の形態８．
　次に、図１４を参照して、本発明の実施の形態８について説明する。本実施形態のシス
テムは、実施の形態４のシステムにおいて、触媒４２をNOx吸蔵触媒とし、かつ、ECU５０
に、後述する図１４に示すルーチンを実行させることにより実現することができる。
【０１３７】
　NOx吸蔵触媒は、吸蔵容量の範囲内で、排気ガス中に含まれるNOxを吸蔵することができ
る。また、NOx吸蔵触媒のNOx吸蔵能力は、排気空燃比を一時的にリッチにすること、つま
り、所謂リッチスパイク制御を行うことで再生することができる。従って、本実施形態の
システムによれば、触媒４２に吸蔵されるNOx量が規定の吸蔵容量に近づく毎にリッチス
パイク制御を行うことにより、永続的にNOxの大気放出を防ぐことが可能である。
【０１３８】
　ところで、リッチスパイク制御は、内燃機関１０のトルク変動を伴うため、加速時やフ
ューエルカット時など、トルク変動を生じさせるべきでない状況下では、実行しないこと
が望ましい。しかしながら、リッチスパイク制御は、触媒４２のNOx吸蔵量が上限値付近
に達した段階で要求されるため、その要求が発生している状況下でリッチスパイク制御の
実行を禁止すると、触媒４２がNOxを吸蔵し切れずに、NOxが大気に放出される事態が生じ
得る。そこで、本実施形態では、このような場合には、重み付け係数Aを小さな値として
、内燃機関１０から排出されるNOx量を抑制することとした。
【０１３９】
　図１４は、上記の機能を実現するために、本実施形態においてECU５０が実行するルー
チンのフローチャートである。図１４に示すルーチンでは、先ず、触媒４２のNOx飽和が
近いか否かが判断される（ステップ１３０）。ECU５０は、内燃機関１０から排出されるN
Ox量、つまり、触媒４２に流入するNOx量を、排気空燃比A/Fと吸入空気量Gaとに基づいて
公知の手法により算出している。また、ECU５０は、そのNOx量を積算して、触媒４２内の
NOx吸蔵量を算出している。本ステップ１３０では、具体的には、そのNOx吸蔵量が、飽和
判定値（触媒４２のNOx吸蔵容量より僅かに小さな値）に達している場合に、NOx飽和が近
いと判断される。
【０１４０】
　上記の処理により、触媒４２のNOx飽和が近くないと判断された場合は、そのまま今回
の処理サイクルが終了される。一方、触媒４２のNOx飽和が近いと判断された場合は、次
に、リッチスパイク制御の実行が不可であるかが判断される（ステップ１３２）。ECU５
０は、リッチスパイク制御の実行を禁止するべき条件（加速時等）を記憶している。ここ
では、具体的には、内燃機関１０の状態が、その禁止条件を満たしているかが判断される
。
【０１４１】
　上記の処理により、リッチスパイク制御の実行が可能であると判断された場合は、その
まま今回の処理サイクルが終了される。この場合、他のルーチンによりリッチスパイク制
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御が実行され、その結果、触媒４２のNOx吸蔵能力が回復する。
【０１４２】
　他方、上記ステップ１３２において、リッチスパイク制御の実行が不可であると判断さ
れた場合は、低NOxモードへの切り換えが行われる（ステップ１３４）。具体的には、重
み付け係数Aが所定値だけ小さな値に変更され、[NOx]を目標値aに一致させることの重要
度が高められる（上記（１０）式参照）。その結果、内燃機関１０から排出されるNOx量
が減り、触媒４２がNOx飽和に至るまでの時間を引き延ばされる。リッチスパイク制御の
実行を禁止するべき状況は、通常、短時間で終了する。このため、上記の処理によれば、
リッチスパイク制御の実行禁止に起因するNOxの大気放出を、実質的に防ぐことができる
。
【０１４３】
　以上説明した通り、本実施形態のシステムによれば、加速時等の特定の状況下でリッチ
スパイク制御の実行を禁止することとしても、その実行禁止に起因して、NOxが大気中に
放出されてしまうのを避けることができる。このため、本実施形態のシステムによれば、
トルク変動を生じさせるべきでない状況下でリッチスパイク制御の実行を禁止しつつ、そ
の実行の禁止に起因するエミッション特性の悪化を最小限に抑えることができる。
【０１４４】
　ところで、上述した実施の形態８においては、リッチスパイク制御が実行できない場合
に、内燃機関１０を低NOxモードとする処理を、実施の形態４のシステムにおいて実行す
ることとしているが、その組み合わせはこれに限定されるものではない。すなわち、上記
の状況下で低NOxモードへの切り換えを行う処理は、実施の形態５のシステムに組み合わ
せることとしてもよい（係数γを大きな値に変更して低NOxモードを実現することとして
もよい）。
【０１４５】
　尚、上述した実施の形態８においては、ECU５０がステップ１３０の処理を実行するこ
とにより前記第１１の発明における「浄化余力推定手段」が実現されている。また、ECU
５０がリッチスパイク制御を行うことにより前記第１１の発明における「再生手段」が実
現されている。また、ECU５０がステップ１３２の処理を実行することにより前記第１１
の発明における「実行可否判断手段」が実現されている。更に、ECU５０がステップ１３
４の処理を実行することにより前記第１１の発明における「再生不可対応手段」が実現さ
れている。
【０１４６】
実施の形態９．
　次に、図１５を参照して、本発明の実施の形態９について説明する。本実施形態のシス
テムは、上述した実施の形態１乃至３の何れかのシステムにおいて、吸気側のVVT２０を
後述する手法で制御することにより実現することができる。
【０１４７】
　図１５は、本実施形態において、ECU５０が実行する制御の内容を説明するためのブロ
ック図である。図１５に示す構成要素は、何れも、ECU５０が、その内部に記憶している
制御プログラムを実行することにより実現される。
【０１４８】
　図１５に示すように、本実施形態では、ECU５０の内部に、NOx抑制部８２が形成される
。NOx抑制部８２は、上述した実施の形態５（図１１参照）におけるNOx抑制部６２と同様
に、NOx濃度推定値[NOx]と目標値aとの差に対応するNOx補正値KNOx（＝γ・（[NOx]－a）
）を算出する。
【０１４９】
　NOx補正値KNOxは、加算部８４に供給される。加算部８４には、また、NOx目標値指令部
８６から、NOxの目標値aが供給されている。NOx目標値指令部８６は、内燃機関１０の運
転状態に基づいて、上記の目標値aを算出する。加算部８４は、目標値aにNOx補正値KNOx
を加えた値（以下、「VVT指令値」とする）を、VVT決定部８８に供給する。VVT決定部８
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８は、上記のVVT指令値に基づいて、吸気側のVVT２０の制御量を算出し、その値をVVT２
０に供給する。
【０１５０】
　図１５に示す構成によれば、NOx濃度推定値[NOx]が目標値aに対して過大であるほど、V
VT決定部８８には大きなVVT指令値が供給される。この場合、VVT決定部８８は、VVT２０
に対して、より大きな進角を求める。
【０１５１】
　内燃機関１０において、吸気弁１８の開弁時期が進角されると、排気弁２２と吸気弁１
８が同時に開弁状態となる期間、つまり、所謂バルブオーバーラップ期間が伸張される。
バルブオーバーラップ期間が延びると、排気通路１４から吸気通路１２への排気ガスの逆
流量が増え、筒内の残留ガス量（内部EGR量）が増加する。そして、筒内の残留ガス量が
増えると、筒内ガスの温度上昇が緩やかになりNOx発生量が抑制される。
【０１５２】
　以上の理由により、本実施形態のシステムによれば、バルブオーバーラップ期間を調整
することにより、NOx濃度推定値[NOx]を目標値aに近づけることができる。このため、本
実施形態のシステムでは、上述した実施の形態１乃至８の場合に比して、点火時期SAを、
より一層MBTに近づけることができる。従って、本実施形態のシステムによれば、それら
の実施形態に比して、より一層高いレベルで、出力特性に対する要求と、排気エミッショ
ンに対する要求とを両立させることができる。
【０１５３】
　ところで、上述した実施の形態９においては、吸気弁１８の開弁時期を進角させてバル
ブオーバーラップ期間を増やすこととしているが、その手法はこれに限定されるものでは
ない。すなわち、排気弁２２の閉弁時期を近くさせることによりバルブオーバーラップ期
間を伸張させることとしてもよい。
【０１５４】
　また、上述した実施の形態９では、バルブオーバーラップ期間を変えることで筒内の残
留ガス量を変化させることとしているが、その手法はこれに限定されるものではない。す
なわち、外部EGR量を変えることにより、筒内の残留ガス量を変化させることとしてもよ
い。
【０１５５】
　尚、上述した実施の形態９においては、VVT２０が前記第１３の発明における「可変動
弁機構」に相当している。また、ここでは、NOx抑制部８２、加算部８４、及びVVT決定部
８８が前記第１３の発明における「制御手段」に相当している。
【０１５６】
実施の形態１０．
　次に、図１６乃至図１８を参照して本発明の実施の形態１０について説明する。本実施
形態のシステムは、上述した実施の形態１のシステムにおいて、ECU５０に、MFBを用いた
簡易計算により[NOx]を推定させることにより実現することができる。
【０１５７】
　上述した実施の形態１では、ECU５０に、上記（４）式に基づいてNOx濃度推定値[NOx]
を算出させることとしている。この場合、ECU５０は、V・dP/dθの積分計算を行うことに
なる。ECU５０がこのような計算を行う場合に、dθを小さくし過ぎると演算負荷が大きく
なり過ぎるという問題が生ずる。反対に、dθを大きくすると、センサのノイズによって
演算値が振動的になり、最終的な積分結果に大きなバラツキが重畳し易くなる。そこで、
本実施形態では、V・dP/dθの積分計算に代えて、MFBを用いた簡易計算により[NOx]を求
める手法を提案する。
【０１５８】
　図１６は、∫V・dPとクランク角θとの関係を、MFB@ATDC8をパラメータとして表したも
のである。より具体的には、図１６に示す３つの波形は、上から順に、MFB@ATDC8が８０
％、５０％、２０％となるように内燃機関１０を動作させた場合の∫V・dPとクランク角
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θとの関係を表している。これらの波形は、∫V・dPとMFB@ATDC8との間に相関があること
を表している。
【０１５９】
　図１７は、内燃機関１０から排出されるNOx濃度の実測値とMFB@ATDC8との関係を示す。
図１７に示す複数の実線のそれぞれは、機関回転数NE及び負荷率KLを揃えて行った複数の
結果をつないだものである。これらの結果は、何れも、MFB@ATDC8とNOx濃度との間に、ほ
ぼ比例的な関係が成立していることを表している。
【０１６０】
　図１８は、NOx濃度の実測値と、(∫V・dP)/KLとの関係を示す。図１８に示す複数の実
線のそれぞれは、機関回転数NE及び負荷率KLを揃えて行った複数の結果をつないだもので
ある。これらの結果は、何れも、NOx濃度の実測値と(∫V・dP)/KLとの間に、ほぼ比例的
な関係が成立していることを表している。
【０１６１】
　更に、図１７に示す結果と図１８に示す結果は、NOx濃度の実測値に対して、MFB@ATDC8
と(∫V・dP)/KLとが、同じ相関を示すことを表している。このため、上記（４）式におけ
る(ΣV・dP/dθ・Δθ）/KLの項は、MFB@ATDC8に置き換えることが可能である。つまり、
NOx濃度推定値[NOx]は、MFB@ATDC8を用いることにより、次式によって算出することがで
きる。但し、次式のg(KL)は、補正係数f(KL)に適合定数を掛け合わせたものとする。
　　　[NOx]＝MFB@ATDC8×g(kl)　　　　　　　　・・・（１２）
【０１６２】
　MFB@ATDC8は、公知の簡易手法（PV∧κ）を用いることで、V・dP/dθの積分計算に比し
て簡単に算出することができる（例えば特開２００５－３６７５４号公報参照）。このた
め、上記（１２）式によれば、（４）式を用いる場合に比して、[NOx]の演算負荷を十分
に軽減することができる。従って、本実施形態のシステムによれば、バラツキのない[NOx
]を算出するための演算負荷を実施の形態１の場合に比して十分に軽くすることができる
。
【０１６３】
　ところで、上述した実施の形態１０では、実施の形態１の演算式（４）をMFB@ATDC8を
用いて簡易化することとしているが、簡易化が可能な対象はこれに限定されるものではな
い。すなわち、同様の置き換えを行うことで、実施の形態２の演算式（５）をMFB@ATDC8
で簡易化することとしてもよい。
【０１６４】
　更には、(ΣV・dP/dθ・Δθ）/τの項をMFB@ATDC8に置き換えることにより、実施の形
態３の演算式（６）をMFB@ATDC8で簡易化することとしてもよい。図１９は、（∫V・dP）
/τとMFB@ATDC8との相関を示す図である。但し、図１９中に示す複数の実線は、機関回転
数NE及び負荷率KLを揃えて行った複数の結果をつないだものである。図１９に示すように
、（∫V・dP）/τとMFB@ATDC8との間には、比例的な関係が成立している。このため、上
記の置き換えによれば、MFB@ATDC8を用いた簡易計算によりほぼ演算式（６）の結果と同
様の結果を得ることが可能である。
【０１６５】
　尚、上述した実施の形態１０においては、ECU５０が、MFB@ATDC8を算出することにより
前記第１の発明における「MFB算出手段」に相当している。また、ここでは、ECU５０が、
MFB@ATDC8を（４）式又は（５）式の(ΣV・dP/dθ・Δθ）/KLと置き換えて、或いは（６
）式の (ΣV・dP/dθ・Δθ）/τと置き換えて演算処理を行うことにより、前記第１の発
明における「内部エネルギ相関値算出手段」が実現されている。
【０１６６】
実施の形態１１．
　次に、図２０乃至図２２を参照して本発明の実施の形態１１について説明する。本実施
形態のシステムは、上述した図１に示す構成において、ECU５０に、後述する演算式（１
３）に従ってNOx濃度推定値[NOx]を算出させることにより実現することができる。
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【０１６７】
　実施の形態３で用いた演算式（６）を展開して近似すると、次式（１３）を得ることが
できる。但し、（１３）式において、δ及びεは、それぞれ定数である。
【０１６８】
【数４】

【０１６９】
　上記（１３）式によれば、クランク角θ＝θ１における筒内圧Pθ１及び筒内容積Vθ１

と、クランク角θ＝θ２における筒内圧Pθ２及び筒内容積Vθ２を検知して、それらを用
いた演算を一回行うだけでNOx濃度推定値[NOx]を算出することができる。このため、[NOx
]の演算式を上記（６）式に代えて（１３）式とすると、ECU５０の演算負荷を大幅に軽減
することができる。
【０１７０】
　図２０は、実施の形態１～３の場合と同様にθ１を点火クランク角とし、かつ、θ２を
燃焼終了クランク角として（１３）式の演算を行った結果と、NOx濃度の実測値との関係
を示す。より具体的には、図２０において、点（・）で示す結果は、機関回転数NEを１５
００rpmとして、負荷率KLを小、中、大の３段階に変化させた場合の関係を示す。また、
円（○）で示す結果は、機関回転数NEを２０００rpmとして、負荷率KLを小、中、大の３
段階に変化させた場合の関係を示す。
【０１７１】
　図２０に示す結果は、以下の傾向を示している。
　ｉ）何れの運転条件下でも、（１３）式による[NOx]とNOx実測値とは、ほぼ比例関係と
なる。
　ii）機関回転数NEの高低は、（１３）式による[NOx]とNOx実測値との関係に大きな変化
を与えない。
　iii） （１３）式による[NOx]とNOx実測値との関係には、負荷率KLに応じたオフセット
が重畳する。
【０１７２】
　負荷率KL毎に重畳するオフセットの大きさは、内燃機関１０において特定することが可
能である。従って、そのオフセットを相殺するための補正値は、KL毎に定め手おくことが
できる。このため、ECU５０は、（１３）式を用いて [NOx]を算出し、その結果に、KLに
応じた補正を施すことにより、正確なNOx濃度推定値[NOx]を算出することができる。また
、このような処理によれば、上述した実施の形態１乃至３の場合に比して、[NOx]を得る
ための演算負荷を大幅に軽減することができる。
【０１７３】
　ところで、本発明の出願人は、（１３）式における積分対象区間（すなわち、θ１とθ

２）を、下記のように変更すると、[NOx]の推定精度が上がり、図２０に示すオフセット
を消滅させ得ることを見いだした。
　θ１：筒内圧が最大となるクランク角CApmax
　θ２：膨張下死点　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１４）
【０１７４】
　図２１は、θ１及びθ２を上記（１４）の設定に変更して（１３）式の演算を行った結
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果を示す。図２１に示すように、この場合、機関回転数NEの高低や、負荷率KLの大小に関
わらず、全ての運転条件下で、[NOx]とNOx濃度の実測値とがほぼ比例的な関係を示す。従
って、（１４）の設定の下で（１３）式の演算を行うこととすれば、オフセットを消滅さ
せるための補正を行うことなく、正確な[NOx]を得ることが可能である。
【０１７５】
　設定（１４）において用いられるθ２は、内燃機関１０の運転状態に関わらず常に一定
である。これに対して、設定（１４）において用いられる他方のクランク角θ１＝CApmax
は、内燃機関１０の運転状態に応じて変動する。このため、設定（１４）の下で式（１３
）の演算を行うためには、膨張行程毎にCApmaxを探索することが必要である。
【０１７６】
　図２２は、MFB@ATDC8とCApmaxとの関係を示す図である。図２２に示すように、MFB@ATD
C8とCApmaxとは、比例的な関係を示す。このため、MFB@ATDC8は、CApmaxの特性値として
利用することができる。また、MFB＠ATDC8は、上述したように、公知の簡易手法（PV∧κ
）を用いることで比較的簡単に求めることができる。
【０１７７】
　本実施形態において、ECU５０は、MFB@ATDC8をCApmaxに換算するための規則を記憶して
いる。そして、ECU５０は、膨張行程毎にMFB@ATDC8を算出し、その算出値をCApmaxに換算
する。更に、ECU５０は、このようにして算出したCApmaxをθ１として筒内圧Pθ１及び筒
内容積Vθ１を検知し、また、膨張下死点θ２における筒内圧Pθ２及び筒内容積Vθ２を
検知する。その後、ECU５０は、それらの変数に基づいて（１３）式の演算を行うことに
より、NOx濃度推定値[NOx]を算出する。
【０１７８】
　以上の処理によれば、簡単な演算処理により、NOx濃度推定値[NOx]を精度良く算出する
ことができる。このため、本実施形態のシステムによれば、NOx濃度推定値[NOx]を正確に
算出するための演算負荷を、上述した他の実施形態の場合に比して十分に軽減することが
できる。
【０１７９】
　ところで、上述した実施の形態１１においては、（６）式を基礎とする近似式（１３）
を用いて[NOx]を算出することとしているが、本発明は、これに限定されるものではない
。すなわち、[NOx]を算出するための近似式は、実施の形態１で用いた（４）式を展開し
て近似したもの、或いは実施の形態２で用いた（５）式を展開して近似したものであって
もよい。
【０１８０】
　また、上述した実施の形態１１では、設定（１４）の下で（１３）式の演算を行うこと
により、図２０に示すオフセットを消滅させるための補正を省略することとしているが、
本発明はこれに限定されるものではない。すなわち、θ１を点火クランク角、θ２を燃焼
終了クランク角として（１３）の演算を行い、その演算の結果に対して、図２０に示すオ
フセットを消滅させるための補正を施すこととしてもよい。
【０１８１】
実施の形態１２．
[実施の形態１２の特徴]
　次に、図２３を参照して本発明の実施の形態１２について説明する。本実施形態のシス
テムは、実施の形態４のシステムにおいて、ECU５０に、上記（１３）式により[NOx]を算
出させる機能を与えたうえで、後述する図２３に示すルーチンを実行させることにより実
現することができる。
【０１８２】
　上述した通り、（６）式による[NOx]の演算には多大な演算負荷が伴う。一方、（１３
）式によれば、[NOx]の算出に伴う演算負荷は軽減することができる。しかしながら、（
１３）式は、あくまで（６）式の近似式であるから、[NOx]の演算精度は、（６）式を用
いる方が（１３）式を用いる場合に比して高くなる。
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【０１８３】
　（６）式の演算、及び（１３）式の演算は、何れも、膨張行程毎に実行することが必要
である。従って、何れも演算式を用いる場合であっても[NOx]の演算処理は、内燃機関１
０のクランク角に同期するように繰り返すことが必要である。この場合、低回転領域では
、１周期の時間が長いため、比較的複雑な演算の実行が可能となる。他方、高回転領域で
は、１周期の時間が短いため、複雑な演算の実行が困難となる。そこで、本実施形態では
、低回転領域では[NOx]の演算式として（６）式を用い、高回転領域では、その演算式を
（１３）式に変更することとした。
【０１８４】
[実施の形態１２における具体的処理］
　図２３は、本実施形態において、ECU５０が実行するルーチンのフローチャートである
。図２３に示すルーチンでは、先ず、機関回転数NEが、閾値NE0を超えているか否かが判
断される（ステップ１４０）。閾値NE0は、（６）式による[NOx]の算出が可能な機関回転
数NEの上限である。
【０１８５】
　上記の処理により、NE＞NE0の判定が否定された場合は、機関回転数NEが低く、（６）
式による演算が可能であると判断できる。この場合は、NOx濃度推定値[NOx]の演算手法と
して、（６）式による手法が選択される（ステップ１４２）。
【０１８６】
　一方、上記ステップ１４０において、NE＞NE0が成立すると判定された場合は、機関回
転数NEが高く、（６）式による[NOx]の演算が困難であると判断できる。この場合は、NOx
濃度推定値[NOx]の演算手法として、（１３）式による手法が選択される（ステップ１４
４）。
【０１８７】
　次に、上記の処理により特定された手法でNOx濃度推定値[NOx]が算出される（ステップ
１４６）。（６）式による推定の手法、及び（１３）式による推定の手法は、それぞれ、
実施の形態３又は実施の形態１１の場合と同様である。
【０１８８】
　以後、実施の形態４の場合と同様の手法で、評価関数Jが決定され（ステップ１４８）
、点火時期が制御される（ステップ１５０）。これらの処理は、具体的には、ECU５０が
、図１０に示すルーチンを実行することにより実現される。
【０１８９】
　以上の処理によれば、低回転領域においては、（６）式を用いた演算処理により[NOx]
を精度良く算出することができる。また、高回転領域では、[NOx]の演算式を（６）式か
ら（１３）式に代えることにより、ECU５０の演算負荷が過大になるのを避けることがで
きる。このため、本実施形態のシステムによれば、ECU５０に対して過剰な演算能力を与
えることなく、内燃機関１０の全運転領域において、適切な精度で[NOx]を算出すること
ができる。
【０１９０】
　尚、上述した実施の形態１２においては、クランク角センサ３６が前記第１４の発明に
おける「回転数センサ」に相当している。また、ECU５０が、（６）式を用いた手法でNOx
濃度推定値[NOx]を算出することにより前記第１４の発明における「第１の算出手段」が
、（１３）式を用いた手法でNOx濃度推定値[NOx]を算出することにより前記第１４の発明
における「第２の算出手段」が、それぞれ実現されている。更に、ECU５０が、ステップ
１４０の処理を実行することにより前記第１４の発明における「算出手法選択手段」が実
現されている。
【０１９１】
実施の形態１３．
[実施の形態１３の特徴]
　次に、図２４及び図２５を参照して本発明の実施の形態１３について説明する。図２４
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は、本実施形態のシステムの構成を説明するための図である。図２４に示す構成は、排気
通路１４に、NOx濃度センサ９０が追加されている点を除いて図１に示す構成と同様であ
る。本実施形態のシステムは、図２４に示す構成において、ECU５０に、以下に説明する
図２５に示すルーチンを実行させることにより実現することができる。
【０１９２】
　本実施形態のシステムは、上述した実施の形態１乃至１２の手法の何れかによりNOx濃
度推定値[NOx]を算出する。この場合、[NOx]は、膨張行程毎に、つまり、気筒毎に算出す
ることができる。内燃機関１０は、複数の気筒を有している。本実施形態において、ECU
５０は、それら複数の気筒のそれぞれについて[NOx]を算出するものとする。
【０１９３】
　排気ガスの成分は、複数の気筒において大きく異ならないのが通常である。このため、
複数の気筒のそれぞれについて算出された[NOx]同士を比較すれば、それらが正しく算出
されているか否かを判断することが可能である。また、NOx濃度センサ９０の検出値を[NO
x]と比較すれば、それらが共に正常であるかを判断することが可能である。特に、[NOx]
が正しいと判断されていれば、上記の比較によって、NOx濃度センサ９０の検出値が正し
いか否かを判断することが可能である。
【０１９４】
[実施の形態１３における具体的処理]
　図２５は、上記の原理に従って、[NOx]が正しく算出されているか、及びNOx濃度センサ
９０が正常に機能しているかを判断するためにECU５０が実行するルーチンのフローチャ
ートである。このルーチンでは、先ず、内燃機関１０が備える複数の気筒のそれぞれにつ
き、NOx濃度推定値[NOx]が算出される（ステップ１６０）。ここで、[NOx]を算出する手
法は、上述した実施の形態１乃至１２の何れで用いたものであってもよい。
【０１９５】
　次に、複数気筒の[NOx]が、正常とみなせるばらつきの範囲に収まっているかが判断さ
れる（ステップ１６２）。具体的には、先ず、全ての[NOx]の平均値が算出される。次に
、その平均値からの乖離量が判定値を超えているか否かが、個々の[NOx]につき、順次判
断される。その結果、判定値を超える乖離を伴う[NOx]が認められた場合は、[NOx]のバラ
ツキが正常でないと判断される。この場合、[NOx]の推定異常が認識された後（ステップ
１６４）、今回の処理サイクルが終了される。但し、ここで説明した手法は[NOx]のバラ
ツキを判断する手法の一例であり、その手法はこれに限定されるものではない。
【０１９６】
　これに対して、上記ステップ１６２において[NOx]のバラツキが正常であると判断され
た場合は、次に、[NOx]の平均値と、NOx濃度センサ９０の検出値とが比較される（ステッ
プ１６６）。具体的には、両者の乖離量が正常値に収まっているか否かが判断される。そ
の結果、上記の判断が肯定された場合は、NOx濃度センサ９０の正常判定がなされた後（
ステップ１６８）、今回の処理サイクルが終了される。
【０１９７】
　一方、上記ステップ１６６において、[NOx]の平均値とNOx濃度センサ９０の検出値とが
、判定値を超えて乖離していると判断された場合は、NOx濃度センサ９０の異常判定がな
される（ステップ１７０）。以上の処理によれば、[NOx]の推定が正常に行われている否
か、及び、NOx濃度センサ９０が正常に機能しているか否かを、簡単な比較の処理により
、正確に判断することができる。
【０１９８】
　ところで、上述した実施の形態１３においては、ECU５０が、ステップ１６６の処理を
実行することにより前記第１５の発明における「異常判定手段」が実現されている。また
、ECU５０が、ステップ１６０の処理を実行することにより前記第１６の発明における「
内部エネルギ相関値算出手段」及び「NOx濃度推定手段」が実現されている。更に、ECU５
０がステップ１６２の処理を実行することにより前記第１６の発明における「正否判定手
段」が実現されている。
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【図面の簡単な説明】
【０１９９】
【図１】本発明の実施の形態１のシステムの構成を説明するための図である。
【図２】内燃機関の負荷率KLとNOx排出量の実測値との関係を示す図である。
【図３】負荷率KLが大きい領域でNOx排出量の増加率が緩やかになる傾向をNOx濃度推定値
[NOx]に反映させるための補正係数f(kl)の一例を説明するための図である。
【図４】Y＝KLの関係とY＝KL＊ｆ(KL)の関係を０≦KL≦１００の範囲において表した図で
ある。
【図５】本発明の実施の形態１のシステムが算出したNOx濃度推定値[NOx]と排気ガス中の
NOx濃度の実測値との相関を示した図である。
【図６】VVTの作動に伴う残留ガス量の変化が（４）式によるNOx濃度推定値[NOx]に与え
る影響を示す結果である。
【図７】吸気弁の進角量と吸気管圧力Pmとの関係を説明するための図である。
【図８】（６）式に従って算出したNOx濃度推定値[NOx]と、NOx濃度の実測値との相関を
示した図である。
【図９】本発明の実施の形態４において、ECUが実行する制御の内容を説明するためのブ
ロック図である。
【図１０】本発明の実施の形態４において、ECUが実行するルーチンのフローチャートで
ある。
【図１１】本発明の実施の形態５において、ECUが実行する制御の内容を説明するための
ブロック図である。
【図１２】内燃機関の排気ガス中のNOx濃度と負荷率KLとの関係を説明するための図であ
る。
【図１３】本発明の実施の形態７において、ECUが実行する制御の内容を説明するための
ブロック図である。
【図１４】本発明の実施の形態８において、ECUが実行する制御の内容を説明するための
ブロック図である。
【図１５】本発明の実施の形態９において、ECUが実行する制御の内容を説明するための
ブロック図である。
【図１６】∫V・dPとクランク角θとの関係を、MFB@ATDC8をパラメータとして表した図で
ある。
【図１７】内燃機関から排出されるNOx濃度の実測値とMFB@ATDC8との関係を示す。
【図１８】NOx濃度の実測値と、(∫V・dP)/KLとの関係を示す。
【図１９】（∫V・dP）/τとMFB@ATDC8との相関を示す図である。
【図２０】θ１を点火クランク角とし、かつ、θ２を燃焼終了クランク角として（１３）
式の演算を行った結果と、NOx濃度の実測値との関係を示す。
【図２１】θ１及びθ２を設定（１４）に変更して（１３）式の演算を行った結果を示す
。
【図２２】MFB@ATDC8とCApmaxとの関係を示す図である。
【図２３】本発明の実施の形態１２において、ECUが実行するルーチンのフローチャート
である。
【図２４】本発明の実施の形態１３のシステムの構成を説明するための図である。
【図２５】本発明の実施の形態１３において、ECUが実行するルーチンのフローチャート
である。
【符号の説明】
【０２００】
１０　内燃機関
１８　吸気弁
２２　排気弁
２０　吸気側VVT
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２６　エアフロメータ
３４　筒内圧センサ
３６　クランク角センサ
５０　ECU（Electronic Control Unit）
９０　NOxセンサ
Vθ　筒内容積
Pθ　筒内圧力
KL　負荷率
Pm　吸気管圧力
SA　点火進角値
τ　燃料噴射時間
NE　機関回転数
Ga　吸入空気量
CApmax　最大筒内圧クランク角

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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